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２０１５年第３回定例会・一般質問（９・７）第２稿     広次忠彦  

 

日本共産党の広次忠彦です。通告にそって、１問１答方式で質問します。 

最初に、マイナンバー制度について質問します。今年１０月から、国民への

番号通知が行われる予定となっています。２０１３年成立の現行法の利用対象

は、「税・社会保障・災害対策｣に限ったものでした。ところが先に成立した改

定法は、メタボ健診や銀行預金口座などにも使えるものとなっています。さら

に、安倍首相は５月２９日の産業競争力会議で、医療分野への利用拡大、民間

分野での利用の加速化などまで指示しています。マイナンバーのそもそもの目

的は、「国民の利便性向上」ではなく、国が国民の所得・資産を効率的に掌握し、

徴税を強化すると同時に、「過剰な社会保障給付」を受けていないかなどをチェ

ックするためといって過言でありません。こうしたマイナンバー制度について、

市長は「すでに法律で定められた制度であることから、延期や中止を国に求め

ていくことは考えていない」と答弁されました。そこで、いくつかの問題につ

いて質問します。 

１点目は、情報の管理についてです。日本年金機構の情報流出事件など、情

報流出事件が相次いでいます。政府は「対策をとっている」といいますが、人

間がつくり、運用するのですから、「１００％安全」ということにはならないと

思います。どのような対応をされるのでしょうか、見解を求めます。（質問１） 

 

 ２点目に、通知のあり方についてです。総務省のサンプル調査で「少なくと

も５％にあたる２７５万世帯に届かぬ恐れ」との報道がされていました。大分

市に置き換えますと、２１万３８６４世帯ですから、１万１千世帯には届かな

いことになります。通知が届かないことも含めて、どのような問題がおこると

考えておられるでしょうか、見解を求めます。（質問２） 
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 マイナンバー制度について十分に周知されているとは思えません。市民から

の問い合わせなどが増え、必要な対応などのため、窓口の混乱も予想されると

考えられますが、どのような対応を考えておられるのでしょうか、見解を求め

ます。（質問３） 

 

 ３点目は、中小企業・業者対策についてです。「企業の準備完了２・８％」と

の報道もあります。大企業は情報管理のシステム強化などはすすめられるでし

ょうが、中小企業・業者にとってはたいへんな課題です。市として、支援は考

えておられるのでしょうか、見解を求めます。（質問４） 

 

 源泉徴収の申告などで、従業員のマイナンバーを記入することが求められる

ようになります。本人から提出の拒否があれば、記入の必要はないとも聞いて

います。行政の側が、記入の強要をしないようにすべきと考えますが、見解を

求めます。（質問５） 

 

 財政的負担も、中小企業・業者にとっては、たいへんな課題です。１社あた

り平均１０９万円とのアンケート結果もでています。市として、どのような支

援を考えておられるのでしょうか、見解を求めます。（質問６） 

 

 ４点目は、自治体の財政負担についてです。制度の実施は、国の事業であり、

国が全額負担すべきです。大分市の負担は、どの程度になっているのでしょう

か、国の補助金増額要請なども含めて、見解を求めます。（質問７） 

 

 ５点目は、制度の実施延期についてです。いまの準備状況をみると、延期ま
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たは制度の見直しをすべきと考えます。見解を求めます。（質問８） 

 

 つぎの質問に移ります。議第８８号・工事契約の締結について（大分市佐野

清掃センター基幹設備改修工事についてです。この工事契約は、随意契約でお

こなうとの提案です。施設全体が、新日鐵住金グループによって建設されてい

ますから、改修工事もグループ企業によっておこなわれることになります。そ

こで大事なことは、契約の妥当性だと考えます。今回の契約金額は７億７２２

０万円で、予算額の９７・５％となっています。福宗環境センター清掃工場長

寿命化工事のときは、契約金額２３億６２５０万円で、予算額の９９・０４％

です。福宗環境センターの場合、市の予定価格に対する入札額の比率は９９・

０６％です。市の予定価格は、契約締結後しか公表されないようになっていま

す。２つの工事の予算または予定価格に対する契約金額の比率は、９７％以上

となり、ほぼ予算額通りと言っても過言でないと思います。 

 そこで質問しますが、契約の公平性・妥当性をどのように担保しているので

しょうか、見解を求めます。（質問９） 

 

 つぎの質問に移ります。商工農政について、まず、ＴＰＰ交渉について質問

します。ＴＰＰは商工農政にかかわらず、日本経済に重大な影響をあたえます

が、今回は商工農政の分野から質問します。７月のハワイ閣僚会合交渉での最

終調整状況として、米国に上限７万トンのコメ輸入枠、牛肉関税率・現行３８・

５％を１５年目に９％まで引き下げなどと報道されています。国民経済にかか

わる重大な内容ですが、政府は「交渉中であり、相手に手の内を示すわけには

いかない」と述べるだけで、応えようとしていません。また国連の人権問題専

門家が、ＴＰＰ協定は「人権の保護と促進に逆行」と懸念を示すとともに、交

渉の秘密性も問題にしています。国民不在のＴＰＰ交渉は問題であり、交渉か
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らの即時脱退すべきです。 

 そこで質問しますが、ＴＰＰ交渉からの撤退を求め、大分市の商工・農林水

産業を守る考えはないでしょうか、見解を求めます。（質問１０） 

 

 つぎの質問に移ります。鳥獣被害対策について質問します。鳥獣被害対策の

電気柵付近での事故を受け、大分県は、県内の電気柵の設置状況を調査しまし

た。結果としては、「違反事例はない」との報道がされています。大分市内での

電気柵の設置・運用状況はどのようになっているのでしょうか、見解を求めま

す。（質問１１） 

 

 つぎの質問に移ります。あなたが支える市民活動応援事業についてです。今

年度の応援対象事業は、「保健・医療・福祉」「社会教育」「環境」などで活動し

ている９０事業と聞いています。あなたが支える市民活動応援事業への申請、

対象事業への承認など、事業の取り組み状況はどのようになっているのでしょ

うか、見解を求めます。（質問１２） 

 

対象事業となるためには、市の基準に合致することが求められます。その段

階で、市が補助金をだすことが可能と考えます。あえて市民に応援させて金額

を決める必要があるでしょうか。対象となった団体の役員や構成員のみなさん

は、必要な補助金を得るために、応援依頼に力を尽くしています。そこに力を

尽くしていただく分を、対象となった事業の成功のために力を尽くしていただ

く方が、制度のあり方に合致していると思います。 

 そこで質問しますが、応援活動をせずに、市の基準に合致した事業には、補

助金を出すようにしてはどうでしょうか、見解を求めます。（質問１３） 
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 最後に、国道１０号の拡幅・改修について質問します。 

 国道１０号・旦野原～判田間は、片道１車線での供用であり、どちらの側か

らもボトルネックとなっております。地域の方々やドライバーなどから、拡幅

への強い要望が出されています。 この区間の拡幅について国に要求する考えは

ないでしょうか、見解を求めます。（質問１４） 

 

 つぎの質問に移ります。国道１０号の宮崎交差点から寒田団地入口交差点ま

での歩道は整備されましたけれども、寒田団地入口交差点から鴛野小学校入口

交差点までは、狭隘なところもあり、自転車が離合しづらいなどの状況があり

ます。改修をおこなうように、国に要求する考えはないでしょうか、見解を求

めます。（質問１５） 

 


